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事前分析表［業績目標（小）１－２－１］ 

 
 
 
 
 
 
 
 

業績目標の内容及び

目標設定の考え方 

納税者の負担軽減を図りつつ、計算誤り等のない正確な手続を確保するとともに、

税務署等における業務の効率化を図る観点から、オンラインによる税務手続を推進し

ます。 

そのため、申告等をオンラインで受け付ける国税電子申告・納税システム（e-

Tax）（用語集参照）や所得税等の申告データを作成する「確定申告書等作成コーナ

ー」（用語集参照）などのシステムについて、利用者目線に立った不断の改善に取り

組み、オンライン申告割合の向上を目指します。また、e-Taxを利用する際に必要と

なるマイナンバーカードの取得促進をはじめ、マイナンバー制度の普及・定着に向け

た取組を継続します。 

このほか、相談のために税務署に来署しないで済むよう、利用者目線に立った情報

提供に取り組みます。納付については、地方税当局や金融機関等とも連携しつつ、キ

ャッシュレス化を進めます。申請・届出等についても、ワンスオンリー（１度提出し

た情報は２度提出することを不要とする）等の観点から、手続自体や記入項目の見直

しを進めます。 

これらの取組により、「あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会」を目指

します。 

 

上記の「業績目標」を達成するための「施策」 

 

業1-2-1-1：オンライン申告の推進（成果重視事業）（用語集参照） 

業1-2-1-2：マイナンバー制度の普及・定着に向けた取組 

業1-2-1-3：利用者目線に立った情報提供 

業1-2-1-4：キャッシュレス納付の推進 

業1-2-1-5：申請・届出等の合理化・デジタル化 
 

関連する内閣の基本方針等 

○ 「規制改革実施計画」（令和３年６月18日閣議決定） 

○ 「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（令和２年12月25日閣

議決定） 

○ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和３年12月24日閣議決

定） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 業績目標 1-2-1： オンラインによる税務手続の推進 

ホームページで利用者目線に立った情報提供を行うとともに、申請、届出、申

告、納付等の税務手続がオンラインで簡便にできる環境を整備し、「あらゆる税

務手続が税務署に行かずにできる社会」の実現を目指します。 
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施策 業 1-2-1-1：オンライン申告の推進（成果重視事業） 

取組内容 

 国税庁では、平成 16 年６月から e-Tax の全国運用を開始し、オンライン申告の推進に取り組

んできました。「確定申告書等作成コーナー」などのオンライン申告の際に利用していただく

システムについては、利用者目線に立った不断の改善に取り組み、オンライン申告割合の向上

を目指します。 

 また、将来的には、確定申告に必要となるデータを保有する各機関と協力しつつ、それらの

データを API 連携（用語集参照）などによって申告データに取り込むことにより、数回の操作

で申告が完了する仕組みの実現を目指します。その実現に向け、当面は、マイナポータルを通

じて入手した生命保険料控除や地震保険料控除の証明書等を「確定申告書等作成コーナー」と

連携させ、申告データに自動転記できる仕組みの提供や、その普及に努めます。さらに、電子

納税証明書（ＰＤＦ）の交付請求について、スマートフォン用サービスの提供を予定（令和４

年９月）しており、オンライン請求の普及及び利用拡大にも努めています。 

 このほか、e-Taxにおいて、過去の申請・届出等に基づく特例適用の状況や申告履歴・納税の

状況を表示する仕組みを提供するなど、e-Tax の利便性を向上させるための方策について検討を

進めます。 

定量的な測定指標  

  

[主要] 
業1-2-1-1-A-1： e-Tax

の利用状況（所得税
の申告手続） 

（単位：％）                                              

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値    60 65 

実績値 44.0 47.5 55.2 N.A.  

（出所）長官官房情報技術室調 

（注１）申告期限の延長に伴い、令和元年度においては平成 31年４月１日から令和２年４月 30日まで、令和２年度に

おいては令和２年５月１日から令和３年４月 30日までの実績です。 

（注２）令和３年度の利用率は、国税庁ホームページにおいて令和４年８月頃公表するとともに、令和３事務年度実績

評価書に掲載予定です。 

（注３）「規制改革実施計画」（令和３年６月18日閣議決定）に基づき、令和３年10月に「オンライン利用率引上げに

係る基本計画」を策定しました。その際、オンライン利用率をより精緻に算定するため算定方法を見直してお

り、実績値は見直し後の数値です。また、算定方法の見直し前に設定した令和２年度の目標値は記載を省略して

います。 

 

（目標値の設定の根拠） 

国税申告手続のうち、所得税申告におけるe-Tax利用状況を指標として設定しています。目標値に

ついては、令和３年10月に策定した「オンライン利用率引上げに係る基本計画」及び利用率の現状を

踏まえ、65％に設定しました。 
○参考指標１「オンライン利用件数（申告手続）」 

[主要] 
業1-2-1-1-A-2： e-Tax

の利用状況（法人税
の申告手続）    

（単位：％） 

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値    89 89 

実績値 82.1 84.9 86.7 N.A.  

（出所）長官官房情報技術室調 

（注１）令和３年度の利用率は、国税庁ホームページにおいて令和４年８月頃公表するとともに、令和３事務年度実績

評価書に掲載予定です。 

（注２）「規制改革実施計画」（令和３年６月18日閣議決定）に基づき、令和３年10月に「オンライン利用率引上げに

係る基本計画」を策定しました。その際、オンライン利用率をより精緻に算定するため算定方法を見直してお

り、実績値は見直し後の数値です。また、算定方法の見直し前に設定した令和２年度の目標値は記載を省略して

います。 

 

（目標値の設定の根拠） 

国税申告手続のうち、法人税申告におけるe-Tax利用状況を指標として設定しています。目標値に

ついては、令和３年10月に策定した「オンライン利用率引上げに係る基本計画」及び利用率の現状を

踏まえ、89％に設定しました。 
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○［再掲］参考指標１「オンライン利用件数（申告手続）」 

 

[主要] 
業 1-2-1-1-A-3： e-Tax

の利用状況（消費税
の申告手続）    

（単位：％） 

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目

標

値 

個人    70 72 

法人    89 89 

実

績

値 

個人 55.1 58.0 67.8 N.A.  

法人 80.1 84.4 85.7 N.A.  

（出所） 長官官房情報技術室調 

（注１）個人の実績値は、申告期限の延長に伴い、令和元年度においては平成 31年４月１日から令和２年４月 30日ま

で、令和２年度においては令和２年５月１日から令和３年４月 30日までの実績です。 

（注２）令和３年度の利用率は、国税庁ホームページにおいて令和４年８月頃公表するとともに、令和３事務年度実績

評価書に掲載予定です。 

（注３）「規制改革実施計画」（令和３年６月18日閣議決定）に基づき、令和３年10月に「オンライン利用率引上げに

係る基本計画」を策定しました。その際、オンライン利用率をより精緻に算定するため算定方法を見直してお

り、実績値は見直し後の数値です。また、算定方法の見直し前に設定した令和２年度の目標値は記載を省略して

います。 

 

（目標値の設定の根拠） 

国税申告手続のうち、消費税申告におけるe-Tax利用状況を個人と法人に区分し、指標として設定

しています。目標値については、令和３年10月に策定した「オンライン利用率引上げに係る基本計

画」及び利用率の現状を踏まえ、個人は72％、法人は89％に設定しました。 

○［再掲］参考指標１「オンライン利用件数（申告手続）」 

業1-2-1-1-A-4： e-Tax
の利用状況（相続税
の申告手続） 

（単位：％） 

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値    30 35 

実績値   14.4 N.A.  

（出所）長官官房情報技術室調 

（注１）e-Taxによる相続税申告は、令和元年10月１日から開始したため、令和２年度分から実績値を計上していま

す。令和３年度の利用率については、国税庁ホームページにおいて令和４年８月頃公表するとともに、令和３事

務年度実績評価書に掲載予定です。 

（注２）「規制改革実施計画」（令和３年６月18日閣議決定）に基づき、令和３年10月に「オンライン利用率引上げに

係る基本計画」を策定しました。その際、オンライン利用率をより精緻に算定するため算定方法を見直してお

り、実績値は見直し後の数値です。また、算定方法の見直し前に設定した令和２年度の目標値は記載を省略して

います。 

 

（目標値の設定の根拠） 

国税申告手続のうち、相続税申告におけるe-Tax利用状況を指標として設定しています。目標値に

ついては、令和３年10月に策定した「オンライン利用率引上げに係る基本計画」及び利用率の現状を

踏まえ、35％に設定しました。 

○［再掲］参考指標１「オンライン利用件数（申告手続）」 

業1-2-1-1-A-5： e-Tax
の利用状況（納税証
明書の交付請求手
続）    

（単位：％）                                              

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値   13 14 17 

実績値 12.7 12.1 10.9 N.A.  

（出所）長官官房情報技術室調 

（注）令和３年度の利用率は、国税庁ホームページにおいて令和４年８月頃公表するとともに、令和３事務年度実績評

価書に掲載予定です。 

 

（目標値の設定の根拠） 

国税関係申請・届出等手続のうち、納税証明書の交付請求におけるe-Tax利用状況を指標として設

定しています。目標値については、令和３年10月に策定した「オンライン利用率引上げに係る基本計 
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画」及び利用率の現状を踏まえ、17％に設定しました。 

○参考指標２「オンライン利用件数（納税証明書の交付請求手続）」 

業1-2-1-1-A-6： e-Tax
の利用満足度 

（単位：％） 

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値 75 80 80 80 80 

実績値 81.5 74.2 67.5 N.A.  

（出所）長官官房情報技術室調 

（注１）数値は、e-Taxに関するアンケート調査において、「満足している」から「満足していない」などの５段階評

価で上位評価（「満足している」又は「おおむね満足している」）を得た割合です。 

（注２）令和３年度の実積値は、国税庁ホームページにおいて令和４年８月頃公表するとともに、令和３事務年度実績

評価書に掲載予定です。 

（注３）令和４事務年度におけるアンケート調査の概要は、P.72に記載しています。 

 

（目標値の設定の根拠） 

e-Taxの利用者利便の向上、利用者へのサポート体制の充実を図る観点から、利用者に対するアン

ケート調査によるe-Taxの利用満足度を指標として設定しています。目標値は、過去の実績値等を踏

まえ、令和３事務年度計画の目標値を引き続き設定しました。 

[主要] 
業1-2-1-1-A-7：国税庁

ホームページ「確定
申告書等作成コーナ
ー」を利用した自宅
等からのe-Tax申告状
況［新］ 

（単位：％）                                              

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値     43 

実績値 12.2 18.6 27.8 36.0   

（出所）課税部個人課税課、資産課税課調 

（注１）数値は、国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」を利用して、所得税、消費税及び贈与税の申告書

を提出した人員のうち、自宅等からe-Taxにより提出した人員の割合です。 

（注２）数値は、各年分の申告において、翌年３月末日までに提出された申告書の計数です。申告期限の延長に伴い、

令和元年度から令和３年度においては、翌年４月30日までに提出された申告書の計数です。 

 

（目標値の設定の根拠） 

「あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会」を実現するためには、自宅等からのe-Tax申

告を推進していくことが重要であることから、新たに「確定申告書等作成コーナーを利用した自宅等

からのe-Tax申告状況」を定量的測定指標として設定しました。目標値は、過去の実績値等を踏ま

え、43%としました。 
○参考指標３「確定申告期におけるＩＣＴ（用語集参照）を活用した申告書の提出件数（所得税、個

人事業者の消費税、贈与税）」 

業1-2-1-1-A-8:国税庁
ホームページ「確定
申告書等作成コーナ
ー」の利用満足度    

（単位：％） 

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値 90 90 90 90 90 

実績値 93.5 92.6 88.3 N.A.  

（出所）課税部個人課税課調 

（注１）「確定申告書等作成コーナー」において、当該作成コーナーの利用満足度に係るアンケート調査（５段階評

価）を実施しています。数値は、当該アンケートの総回答件数のうち、サービス提供全体の評価及び見やすさな

どの使い勝手に関する評価のいずれにおいても上位の評価となっている回答件数が占める割合です。 
（注２）令和３年度の実積値は、国税庁ホームページにおいて令和４年８月頃公表するとともに、令和３事務年度実績

評価書に掲載予定です。 

（注３）令和４事務年度におけるアンケート調査の概要は、P.72に記載しています。 

 

（目標値の設定の根拠） 

国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」の利用者利便の向上、利用者へのサポート体制

の充実を図る観点から、利用者に対するアンケート調査による同コーナーの利用満足度を指標として

設定しています。目標値は、過去の実績値等を踏まえ、令和３事務年度計画の目標値を引き続き設定
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しました。 

○[再掲]参考指標３「確定申告期におけるＩＣＴを活用した申告書の提出件数（所得税、個人事業者
の消費税、贈与税）」 

 
 

施策 業 1-2-1-2：マイナンバー制度の普及・定着に向けた取組 

取組内容 

マイナンバー制度は、行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平・公正な社会を実現する

ための社会基盤です。本人の申請に基づき交付されるＩＣカードであるマイナンバーカードを

利用すれば、e-Taxのほか、政府が運営するオンラインサービスであるマイナポータルを通じ

て、様々な行政手続をオンラインで行うことができます。 

このため、国税庁においては、税務関係書類についてマイナンバーの記載が必要である旨の

周知を行うことはもとより、デジタル庁や総務省が中心となって政府全体で取り組んでいるマ

イナンバーカードの普及促進についても積極的に貢献していきます。具体的には、関係民間団

体等に対して、マイナンバーカードの取得に関する働きかけを行うほか、総務省や地方公共団

体と協力して、確定申告会場に「マイナンバーカード申請コーナー」を設置し、その普及促進

に取り組みます。また、マイナポータルについても、「確定申告書等作成コーナー」、「年末

調整控除申告書作成用ソフトウェア」やe-Taxに連携させることにより確定申告及び年末調整の

利便性を向上させ、利用の促進を図るほか、「確定申告書等作成コーナー」利用時のマイナン

バーカードの読取回数の削減、令和４年１月から登録申請の受付を開始した公的給付支給等口

座（用語集参照）の活用促進など、マイナンバーを活用した利便性の更なる向上等に向けた取

組を推進します。 

 このほか、国税庁は法人番号の利活用機関及び付番機関となっています。法人番号の指定・

公表・通知業務を的確に実施するほか、法人番号には、マイナンバーと異なり利用範囲に制限

がないことから、社会的なインフラとして幅広い分野で利活用されるようデジタル庁等の関係

府省庁と連携を図りつつ、利活用促進に向けた周知・広報に取り組むとともに、国税庁法人番

号公表サイトの安定運用に努めます。  

（参考）令和４年５月９日現在におけるマイナンバーカード交付状況（総務省公表） 

  交付枚数：5,594万枚（人口に対する交付枚数率：44.2％） 

 
定性的な測定指標 

 

 

[主要] 業1-2-1-2-B-1：マイナンバー制度の普及・定着に向けた取組 

（令和４事務年度目標） 

マイナンバー制度の普及・定着に向け、マイナンバーカードの取得促進やマイナポータルを活用し

た納税者の利便性の向上施策に取り組むとともに、効果的な周知・広報を行っていきます。 

（目標設定の根拠） 

マイナンバー制度自体の周知・広報に加え、実際にマイナンバーカードやマイナポータルを利用す

れば、制度のメリットを理解することにもつながると考えられることから、目標として設定していま

す。 

○参考指標１「確定申告会場の申請コーナーの設置状況（地方公共団体数、申請件数）」 
〇参考指標２「マイナポータル連携機能（用語集参照）を活用した控除証明書等のデータ取得のため

のリクエスト件数」 
○参考指標３「国税庁ホームページ『社会保障・税番号制度＜マイナンバー＞について』へのアクセ

ス件数」 
〇参考指標４「『国税庁法人番号公表サイト』へのアクセス件数」 
○参考指標５「Web－API機能を活用した法人の基本３情報のデータ取得のためのリクエスト件数」 
〇参考指標６「公的給付支給等口座の利用件数」[新] 
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施策 業 1-2-1-3：利用者目線に立った情報提供 

取組内容 

「あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会」を実現するためには、国税庁のホーム

ページ等において利用者目線に立った分かりやすい情報提供を行うことが重要です。 

国税庁ホームページの「タックスアンサー」では、税に関する情報の提供を行っています。

納税者に対して税に関する情報をより的確に提供できるよう、税制改正を踏まえた回答文の改

訂を確実に行うとともに、電話相談センターに数多く寄せられた相談やタックスアンサーアン

ケートに寄せられた意見などを参考にして、その内容の整備・充実を図ります。 

このほか、国税庁ホームページでは、令和２年10月から、利用者が質問事項を入力するとＡ

Ｉ（用語集参照）が自動で回答を表示する「チャットボット」（用語集参照）を運用していま

す。現在は、所得税申告や年末調整、インボイス制度に関する質問を中心にサービス提供して

おり、引き続き円滑な運用に努めるとともに、相談内容の拡充を図ります。 

また、令和４事務年度中に消費税申告についての相談を開始するなど、順次、対象税目を拡

大していくこととしています。 

定量的な測定指標 

  

[主要] 
業1-2-1-3-A-1：一般相

談に占めるデジタル
相談の割合［新］ 

（単位：％） 

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値     85 

実績値      

（出所）長官官房税務相談官、課税部個人課税課、軽減税率・インボイス制度対応室調 

 

（目標値の設定の根拠） 

「あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会」を実現するためには、国税庁ホームページの

タックスアンサーやチャットボットといったデジタル系チャネルを充実し、利用者目線に立った分か

りやすい情報提供をすることが重要であることから、新たに「一般相談に占めるデジタル相談割合」

（電話相談センター、確定申告電話相談センター及び消費税軽減税率・インボイス制度電話相談セン

ターにおける電話相談件数とタックスアンサー・チャットボットの利用件数の合計数のうち、タック

スアンサー・チャットボットの利用件数が占める割合をいいます。）を定量的測定指標として設定し

ました。 

令和４事務年度の目標値は、過去の電話相談センター等における相談件数やタックスアンサー・チ

ャットボットの利用件数等を踏まえ 85％としました。 

 

○参考指標１「国税庁ホームページ『タックスアンサー』へのアクセス件数」 
○参考指標２「国税庁ホームページ『チャットボット』への質問入力件数」[名称変更] 
○参考指標３「電話相談センター等の相談件数」［新］ 

 

定性的な測定指標 

 

 

[主要] 業1-2-1-3-B-1：利用者目線に立った情報提供に向けた取組 

（令和４事務年度目標） 

「タックスアンサー」及び「チャットボット」について、引き続き円滑な運用に努めるとともに、

利用状況等を踏まえて相談内容の充実を図ります。 

（目標設定の根拠） 

税務手続に関する不明な点について、税務署を往訪することなく、自ら解決できるよう分かりやす

く情報提供を行うことが重要であることから、「タックスアンサー」及び「チャットボット」の充実

に関する目標を設定しました。 
 

○［再掲］参考指標１「国税庁ホームページ『タックスアンサー』へのアクセス件数」 
○［再掲］参考指標２「国税庁ホームページ『チャットボット』への質問入力件数」[名称変更] 
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施策 業 1-2-1-4：キャッシュレス納付の推進 

取組内容 

 申告納税制度の下においては、納税者の方々は、自ら所得金額や税額を計算し、それに基づ

いて申告するとともに、その申告した税額を定められた納期限までに納付する必要がありま

す。 
近年、決済手段の多様化やキャッシュレス化が進展する中、国税の納付についても納税者利

便の向上と金融機関や税務署の事務の効率化を図り現金管理に伴うコストを削減する観点か

ら、キャッシュレス納付（用語集参照）の推進に取り組みます。 
このため、①ダイレクト納付（用語集参照）をはじめとするキャッシュレスの納付手段の利

用勧奨や広報・周知を強化・推進するとともに、②既存の納付手段の機能改善を図るほか、③

納税者の方のニーズや技術動向等を参考としつつ、引き続き、国税納付の更なるキャッシュレ

ス化を推進することにより、納税者利便の向上と事務の効率化を図ります。 
また、新たな納付手段として令和４年 12 月にはスマートフォンを利用した決済サービス（ス

マホアプリ納付）の導入も予定しています。 
おって、キャッシュレス化の推進に当たっては、地方税当局や金融機関等と意見交換を行う

など、関係機関と連携しつつ、更なる納税者利便の向上に努めます。 

定量的な測定指標 

  

[主要] 
業1-2-1-4-A-1：キャッ

シュレス納付の利用
状況 

（単位：％） 

会計年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度目標値 

目標値   26 32 35 

実績値 23.2 25.6 29.3 N.A.  

（出所）徴収部管理運営課調 

（注１）数値は、納付件数のうち、キャッシュレス納付による件数の占める割合です。 

（注２）「キャッシュレス納付」とは、納付書を使用しない非対面の納付方法である①振替納税（用語集参照）、②ダ

イレクト納付、③インターネットバンキング等による電子納税及び④クレジットカード納付をいいます。 

（注３）令和３年度の実績値は、令和３事務年度実績評価書に掲載予定です。 

 

（目標値の設定の根拠） 

キャッシュレス納付の推進に向けた取組を測定するため、納付件数のうち、キャッシュレス納付に

よる件数の占める割合を指標として設定しています。目標値については、過去の実績値及び中長期目

標（注）として令和７年度までにキャッシュレス納付割合４割程度を目指していることを考慮し設定し

ました。 

（注）オンライン利用率引上げに係る基本計画（令和３年 10 月策定） 

〇参考指標１ 「キャッシュレスによる納付状況」 
 

 
 

施策 業 1-2-1-5：申請・届出等の合理化・デジタル化 

取組内容 

 税務署に対して行う手続については、申告や納付のほか、例えば、税法上の特例の適用を受

けるために必要となる申請・届出等があります。これらの手続についても、納税者の納税義務

の履行を円滑かつ適正に実現するために、更なるデジタル化を推進していきます。 
デジタル化の効果を最大限に活用するためには、既存の様式を前提にそのオンライン化を図

るのではなく、手続や業務の在り方自体の見直しを進めていくことが重要です。具体的には、

ワンスオンリー（１度提出した情報は２度提出することを不要とする）等の観点から、手続自

体の要否について検討を行うとともに、必要な手続についても記入項目の簡素化を図るなどの

見直しを行います。また、e-Tax において、過去の申請・届出等に基づく特例適用の状況や申告

履歴・納税の状況を一覧で確認できるページを設け、中期的にはこのページを経由して各手続

ができるようにするなど、手続全体のデジタル化とＵＩ/ＵＸ(用語集参照)の改善をしていきま

す。 
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定性的な測定指標 

 

 

[主要] 業1-2-1-5-B-1：申請・届出等の合理化・簡素化の状況 

（令和４事務年度目標） 
各種申請・届出等について、手続自体の要否や記入項目の簡素化などを検討し、必要に応じ制度当

局等との協議も行いつつ、実現可能なものから順次、合理化・簡素化を図ります。 
（目標設定の根拠） 

各種手続のデジタル化自体が手段であることを十分に認識した上で、納税者の利便性の向上及び税

務署等における業務の効率化という目的を達成するため、手続自体の合理化・簡素化を目標として設

定しました。 
○参考指標１ 「合理化・簡素化を行った申請・届出等の件数」 

 

今回廃止した測定指標とその理由 

 該当なし 

参考指標 参考指標は、施策ごとに関係する測定指標と併せて記載しています。 

 
実績目標に係る予算額 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度当初 

令和４年度行政 

事業レビュー番号 

 

国税総合管理（KSK）システム 33,757,794千円 40,566,298千円 
（注３）

(46,274,358千円) 

（注３）

(47,255,196千円) 
0006 

法人番号システム等 4,242,911千円 3,665,078千円 
（注３） 

(3,568,397千円) 

（注３） 

(3,325,747千円) 
 

国税電子申告・納税システム 8,271,096千円 10,773,055千円 
（注３） 

(14,244,832千円) 

（注３） 

(12,748,066千円) 
0007 

合 計 46,271,801千円 55,004,431千円 
（注３） 

(64,087,587千円) 

（注３） 

(63,329,009千円) 
 

（注１）「実績目標に係る予算額」の表中には、業績目標1-2-1に係る予算額を記載しています。 

（注２）令和元年度予算については、上記のほか予備費として134,735千円が計上されています。 
 

（注３）令和３年度予算から、内閣所管（組織）内閣官房に「（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費」及びデジタル

庁所管（組織）デジタル庁に「（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費」にて一括計上されています。 

 

担

当

部

局

名 

長官官房（総務課、情報公開・個人情報

保護室、税理士監理室、広報広聴室、人

事課、会計課、企画課、情報技術室、法

人番号管理室、参事官付、税務相談

官）、課税部（課税総括課、消費税室、

消費税軽減税率制度対応室、個人課税

課、資産課税課、法人課税課、酒税

課）、徴収部（管理運営課、徴収課）、

調査査察部（調査課、査察課）、税務大

学校 

実績評価実施予定時期 令和５年10月 

 
 


